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1 労働安全衛生法の制定
日本国憲法２７条２項の「賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する

基準は、法律でこれを定める。」を受けて、１９４７年に制定された労働基準法
には、その第５章安全および衛生に１４箇条にわたり危害防止のための規定、
すなわち、危害の防止（第４２条～第４５条）、安全装置（第４６条）、性能検査（第
４７条）、有害物の製造禁止（第４８条）、安全衛生教育（第５０条）、健康診断（第
５２条）などが設けられていました。そして、同法に基づく労働安全衛生規則
が定められていました。

その後、ボイラー及び圧力容器安全規則を始めとする規則が制定され、さ
らに法律としては、１９６０年にじん肺法、１９６４年に労働災害防止団体等に関す
る法律（１９７２年改正により、労働災害防止団体法）が制定されています。

１９５９年：ボイラー及び圧力容器安全規則、電離放射線障害防止規則および労
働基準法第４８条（製造禁止）の有害物を指定する省令

１９６０年：高気圧障害防止規則
１９６２年：クレーン等安全規則
１９６７年：鉛中毒予防規則
１９６８年：四アルキル鉛中毒予防規則
１９７１年：特定化学物質障害予防規則
１９７２年：酸素欠乏症等予防規則、事務所衛生基準規則

１９５５～７３年の２０年近くの間、国民総生産が対前年比１０％も増加するという
ように急速に発展した日本経済の高度成長は、公害問題を引き起こしただけ
でなく、労働災害の面でも災害の大型化※１や新工法・新技術による災
害※２、新たな職業病※３を発生させました。

当時の労働基準法とそれに基づく規則による安全衛生対策は、急激に変化
する産業社会の実態に対応できるものではないとして、１９７２年に労働安全衛
生法が制定、施行されました。この法律は、最低基準の遵守確保の施策に加

1 労働安全衛生法とは第 章
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えて、事業場内における安全衛生責任体制の明確化、安全衛生に関する企業
の自主的活動の促進の措置を講ずる等労働災害の防止に関する総合的、計画
的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健康を確保し、
また、快適な作業環境の形成を促進することを目的としています（労働安全
衛生法の施行について 昭４７．９．１８ 発基９１）。
※１：三井ポリケミカル千葉工場でエチレンガスが爆発し、工場建屋の屋根

が吹っ飛び、２４人が重軽傷を負った。
大阪の地下鉄工事現場のガス爆発や長崎の蒸気タービンロータの破裂
事故により一般市民を巻き込んだ多数の死者が出た。

※２：新工法のリングビームが崩壊して８人が死亡した東京・荒川の橋脚工
事における事故

※３：チエーンソーによる白ろう病、キーパンチャーやレジ作業の頸肩腕症
候群、不凍爆薬の増大によるニトログリコール中毒、染料の中間体と
して使用されるベンジジン中毒

労働安全衛生法において、改正前の労働基準法に比べて強化された事項は
以下のとおりです。
① 主たる義務者が「事業者」とされた。
② 総括安全衛生管理者制度が設けられた。
③ 安全衛生委員会制度が省令から法律へ格上げ、強化された。
④ 安全衛生教育規定が強化された。
⑤ 製造流通段階における規制が強化された。
⑥ 健康管理手帳制度が創設された。
⑦ 検査代行機関等の制度が整備された。
⑧ 産業安全専門官と労働衛生専門官の制度が創設された。
⑨ 安全・衛生コンサルタント制度が創設された。

2 労働安全衛生法の体系
本来、契約というものは、その内容についてもともと当事者の自由に委ね

られていますが、経済的弱者である労働者に本来の意味での契約の自由など
はなく、労働契約において労働者は常に弱い立場に置かれ、歴史的に低賃金
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や長時間労働などの不利な条件を強いられてきました。
前述の憲法２７条２項は、こうした歴史的経緯をふまえて、契約自由の原則

を修正し、労働条件の設定に国が関与し、労働者の立場を保護しようとする
趣旨に基づく規定です。本条の趣旨は、労働基準法、労働安全衛生法など多
くの法律によって具体化されています。

労働安全衛生法の制定・改正には国会の議決が必要です（憲法５９条）。法
律のすぐ下位のものとして政令があり、労働安全衛生法施行令がこれに該当
しますが、これは内閣が制定します（憲法７３条６号）。政令の下には省令が
あり、労働安全衛生規則等がこれに該当しますが、大臣が制定します（国家
行政組織法１２条１項）。

その他に、告示、公示があります。さらに、法、政令、規則等の解釈や事
業場の具体的な指導方法についての多数の通達があります。

憲法（27条）

命　令

法　律

労働安全衛生法では概括的な
ことを規定し、措置の対象、
内容などの詳しいことは命令
（政令、省令、告示）に委任
されます。

法律－労働基準法
労働安全衛生法、じん肺法、作業環
境測定法、労働災害防止団体法、炭
鉱災害による一酸化中毒症に関する
特別措置法（国会が定める）

省令－労働安全衛生規則、ボイラ－則、ク
レーン則、ゴンドラ則、有機則、鉛則、四
鉛則、特化則、高圧則、電離則、除染則、
酸欠則、事務所則、粉じん則、石綿則、じ
ん肺法施行規則、作業環境測定法施行規則
（各省の大臣が定める命令）

公示
労働災害防止計画、指針等
通達
大臣などが、所管する機関や職員に対して
出した示達（法令の解釈や運用方針を示し
ている）指針、ガイドライン

告示
各種特別教育規程、構造規格、技術指針、
指針

政令－労働安全衛生法施行令、作業環境測
定法施行令（内閣の閣議の決定により制定
：憲法第73条第６号）
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例えば、特殊健康診断を例に挙げると以下のように規定されています。

労働安全衛生法６６条２項
「事業者は、有害な業務で、政令で定めるものに従事する労働者に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、医師による特別の項目についての健康
診断を行なわなければならない。」
政令：労働安全衛生法施行令22条（健康診断を行うべき有害な業務）
「法第６６条第２項 前段の政令で定める有害な業務は、次のとおりとす

る。」と、特殊健康診断を行うべき有害な業務とは何かを定めています。
厚生労働省令の一つ……有機溶剤中毒予防規則第6章

健康診断の項目等を定めています。
告示はない。
通達……「労働安全衛生法および同法施行令の施行について」（昭４７．９．１８

基発６０２）
健康診断の費用は事業者が負担すべきであることなどが示されている。

通達、告示、公示は以下のホームページで公表されています（全部ではない）。
厚生労働省 法令等データベースサービス ―通知検索―

https:／／www.mhlw.go.jp／hourei／html／tsuchi／contents.html
安全衛生情報センターホームページ：通達一覧

http:／／www.jaish.gr.jp／user／anzen／hor／tsutatsu.html

通達の番号の見方（発基、基発など）

厚生労働事務次官が発した通達：令和○年○月○日 発基第○○号
厚生労働省労働基準局長が発した通達：令和○年○月○日 基発第○○
号
照会に対して厚生労働省労働基準局長が発した通達：令和○年○月○日
基収第○○号
厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課長：基安化発第○○号
厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長：基安労発第○○号
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厚生労働省労働基準局の組織
労働基準局 総務課、監督課、労働保険徴収課

安全衛生部 計画課、安全課、労働衛生課、化学物質対策課

労災補償部 労災管理課、補償課、労災保険業務室

勤労者生活部 企画課、勤労者生活課

Ｑ1－1 有機溶剤中毒予防規則２９条は有機溶剤健康診断の実施を義
務付けていますが、罰則の記載がありません。罰則はないと考えていい
のでしょうか。

Ａ 労働安全衛生法の条文は概括的な規定とし、その内容を具体化す
る権限を労働安全衛生規則等の下位の法令に委任しています。下位の法
令の内容は元の条文の中身となり、それと同等の効力を持ちます。罰則
も元の条文によるので、有機溶剤中毒予防規則の条文の元の条文の罰則
が適用されます。有機溶剤中毒予防規則２９条の元の条文は労働安全衛生
法６６条２項であり、その罰則は同法１２０条（５０万円以下の罰金）になり
ます。

3 告示、公示、指針等
告示 法令を補充するためのもの（定義的な内容や細目的な基準に関して、

地域や時期によって相違や変更の余地がある場合に、告示で定める
よう規定されることが多いようです）、事実の通知によって一定の
法律効果を発生させるもの、単に事実を通知するもの、とがありま
す。法律を補完する場合の「告示」は大臣が発します。

公示 一定の事柄を周知させるため、公衆が知ることのできる状態に置く
こと。法令用語としては、「公告」あるいは「公示」というのは基
本的に「公布」や「告示」や「（狭義の）公告」や「（狭義の）公示」
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等の通知公表行為を指す一般的な名称であるそうです。

指針 法律、政令あるいは省令にも該当しません。例えば、「事業場にお
ける労働者の健康保持増進のための指針」は、労働安全衛生法７０条
の２第１項の規定に基づいて厚生労働大臣が公表したものです。そ
こには厚生労働大臣は、同法６９条１項の事業者が講ずべき健康の保
持増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため
必要な指針を公表するものとする、と規定されています。このよう
に厚生労働大臣が指針を公表できるという条文は労働安全衛生法に
は９つ（１９条の２、２８条、４５条、６０条の２、６５条、６６条の５、７０条
の２、７１条の３）あります。これらの指針は、労働基準局長通達と
して出される各要綱やガイドラインと同様に罰則がありません。

要綱やガイドライン 指揮監督権のある厚生労働省労働基準局長が、その
指揮監督下にある都道府県労働局長に対して、要綱やガイドライン
の内容によって関係者を指導することを命令した文書です。した
がって、その文書の拘束を受けるのは、指揮監督下にある都道府県
労働局長以下に限られます。指針は、労働安全衛生法の適用される
事業者が対象です。

4 労働安全衛生法の基本
（1）労働基準法との関係

労働安全衛生法は、形式的には労働基準法から分離独立したものとなって
いますが、安全衛生に関する事項は労働者の労働条件の重要な一端を占める
ものであり、第１条（目的）、第３条第１項（事業者の責務）、附則第４条に
よる改正後の労働基準法第４２条等の規定により、労働安全衛生法と労働条件
についての一般法である労働基準法とは、一体としての関係に立つものであ
ることが明らかにされています。

（2）法の目的
この法律は、労働災害の防止のための危害防止基準の確立、責任体制の明
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確化および自主的活動の促進の措置を講ずる等その防止に関する総合的計画
的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健康を確保する
とともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的とすると定められて
います（安衛法１条）。

（3）法の適用単位
事業場※とは、主として場所的概念により決まります。この考え方は労働

基準法と同じです。
・同一場所にあるものは原則として一つの事業場
・場所的に分散しているものは、場所毎に別の事業場とする。

製鉄所は製造業、その製鉄所の本社は「その他の業種」
・複数の店舗を持っているが、どこも２～３人の規模で直近上位の事業場で

管理している……直近上位の事業場と一体にして一つの事業場
・同じ場所でも業態が違う場合は別の業種、別の事業場

パン工場（小売店に卸す）の横に直営パン屋……工場は製造業、パン屋
は小売業
（町のパン屋……作ってその場で売るのは小売業）

※事業場の定義については、労働安全衛生法においても労働基準法と同様の
考え方で、一定の相関連する組織下において継続的に行われる作業の一体
をいうものです。そして、事業場の業種はその企業全体の事業内容による
ものではなく、当該事業場における事業内容で判断されることになりま
す。また、規模とは常時使用する労働者数をいいますが、労働者には正社
員のみならず、契約社員、パートタイム労働者、アルバイト等の臨時労働
者や、派遣社員、出向社員も含めることとされています。

（4）事業者の責務
ア 事業者
事業者とは、法人企業であれば当該法人（法人の代表者ではない）、個人

企業であれば事業経営者を指しています。労働基準法上の義務主体である
「使用者」（法人、社長、部長、課長など）と異なり、事業経営の利益の帰
属主体そのものを義務主体としてとらえ、その安全衛生上の責任を明確にし
ています。
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イ 事業者の特例
① 建設業のジョイントベンチャー（共同企業体）の特例（安衛法５条）

ジョイントベンチャー（共同企業体）の代表者を選任し、その代表が当該
事業の事業者とみなされます。

② 派遣法による特例
派遣法４５条 労働安全衛生法の適用に関する特例が規定されており、安衛

法の各条文について、派遣元、派遣先またはその両者のうち、最も適当なも
のを「事業者」としてこれらの条文を適用することとされています。

特に、派遣先を「事業者」とみなす場合には、労働契約関係ではなく、指
揮命令関係のみを有するものを事業者とみなし、労働安全衛生法の規定を適
用することとしています。

Ｑ1－2 労働安全衛生規則には、しばしば、「その他、厚生労働大
臣が定めるもの」などという記述があります。定めてあるのかないのか
よくわからないのですが、何を見れば書いてあるのでしょうか。

Ａ たとえば、専属産業医の選任について、労働安全衛生規則１３条１
項３号のカで、「その他厚生労働大臣が定める業務」と規定されていま
す。これについては、現在のところ定められていません。一方、元方安
全衛生管理者の資格について、労働安全衛生規則１８条の４第３号に「そ
の他厚生労働大臣が定める者」とあり、これについては、昭和５５年労働
省告示８２号により定められています。

これらの違いは、条文の記載内容を見ただけではわかりません。法令
集で調べてもわからない場合は労働基準監督署で聞いていただくのがよ
いと思います。

（5）法令用語
ア 又は・若しくは
ＡかＢ、ＡかＢかＣ、というように単純に横ならび的につないでいく選択

的列挙の場合は、「又は」が使われます。
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選択の列挙が２段階になる場合は、小さい列挙について「若しくは」が用
いられ、大きい列挙について「又は」が用いられます。つまり、まずＡとＢ
のどちらかを選択し、それとＣとが選択になる場合は、「Ａ若しくはＢ又は
Ｃ」となります。

（保健指導等）
安衛法６６条の７ 事業者は、第66条第1項の規定による健康診断若しくは

当該健康診断に係る同条ただし書の規定による健康診断（自分の選んだ医
師による健康診断）又は第66条の2の規定による健康診断（深夜業の自
発的健康診断）の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働
者に対し、医師、又は保健師による保健指導を行うように努めなければな
らない。

イ 及び・並びに
Ａ、Ｂが並列の場合は、「Ａ及びＢ」、Ａ、Ｂ、Ｃが並列の場合は、「Ａ、

Ｂ及びＣ」というように、単純な並列の場合は「及び」が用いられます。
並列の接続関係が２段階になる場合は、小さい接続について「及び」が用

いられ、大きい接続について「並びに」が用いられます。つまり、まずＡと
Ｂが並列になり、それらとＣとが並列になる場合は、「Ａ及びＢ並びにＣ」
となります。

安衛法２３条 事業者は、労働者を就業させる建設物その他の作業場につい
て、通路、床面、階段等の保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、休
養、避難及び清潔に必要な措置その他労働者の健康、風紀及び生命の保持
のため必要な措置を講じなければならない。

ウ 超える、以上
超えるという場合には、基準となる数値を含みません。例えば、労働基準

法で「８時間を超える」という場合には、８時間を含みません。以上という
場合には、基準となる数値を含みます。例えば、「２５％以上」という場合に
は、２５％を含みます。
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エ 直ちに、すみやかに、遅滞なく
「直ちに」とは、言い換えれば、「すぐに」で即時性が高いものです。次が、

「すみやかに」、最後に、「遅滞なく」とだんだん即時性が薄められます。
「速やかに」とはおおむね２週間以内をいうものであること。（平３０．９．７

基発０９０７第２号）
面接指導の実施方法等（安衛則第５２条の３関係）で、「第２項の「遅滞な

く」とは、概ね１月以内をいうこと。オ 第３項の「遅滞なく」とは、申出
後、概ね１月以内をいうこと。」（平成１８．２．２４ 基発２２４００３）。

安衛法２５条 事業者は、労働災害発生の急迫した危険があるときは、直ちに
作業を中止し、労働者を作業場から退避させる等必要な措置を講じなけれ
ばならない。

銃砲刀剣類等所持取締法違反被告事件（大阪高裁 昭和３７．１２．１０判決
判例タイムズ１４１号５９頁）
…「すみやかに」は、「直ちに」「遅滞なく」という用語とともに時間的
即時性を表わすものとして用いられるが、これらは区別して用いられて
おり、その即時性は、最も強いものが「直ちに」であり、ついで「すみ
やかに」、さらに「遅滞なく」の順に弱まつており、「遅滞なく」は正当
な又は合理的な理由による遅滞は許容されるものと解されている。

オ 臨時、常時
粉じん障害防止規則７条に「臨時の粉じん作業を行う場合等の適用除外」

の条文が存在し、その解釈をしている昭和５４年７月２６日付け基発第３８２号で
次のように示されております。
① 「臨時」とは１期間をもって終了し、くり返されない作業であって、か

つ当該作業を行う期間が概ね３月を超えない場合
② 「作業を行う期間が短い場合」とは作業を行う期間が１月を超えず、か

つ、当該作業の日から６月以内の間に次の作業が行われないことが明らか
な場合

③ 「作業を行う時間が短い場合」とは、連日に行われる場合にあっては、
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